
意見書案第７号 
 

介護保険の適用優先を定めた障害者総合支援法第７条 

の廃止等を求める意見書 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害

者総合支援法」）第７条によると、障害福祉サービスの利用者が６５歳になった

際、介護保険に相当するサービスがある場合は、原則として介護保険の適用を

優先することとなっている。 

 そのため、住民税非課税世帯は障害福祉サービスが無料であるにもかかわら

ず、介護保険サービスへの移行によって利用者負担を徴収されることになるな

ど、障がい者の所得状況等によって、サービスの終了や短縮・制限を余儀なく

されることが問題となっている。 

このことは、制度の整合性はもちろんのこと、日常生活において福祉サービ

スの利用が欠かせない高齢の障がい者の実情を無視したものであるため、改善

すべきである。 

 よって、国会及び政府においては、下記の事項を実施するよう強く要望する。 

 

記 

 
１ 障害者総合支援法第７条に規定された介護保険優先の原則を廃止するとと

もに、障がい者が６５歳になっても、自立支援給付と介護保険のいずれかの

サービスを選択できるようにすること。 
２ 介護保険によるサービスを選択した場合にも、住民税非課税世帯の利用者

負担は無料とすること。 

３ 国庫負担基準における「介護保険対象者減額規定」を撤廃すること。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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